
外部専門家と連携した経営体の体質強化支援 

 

                                              経営普及課   専門技術指導担当

１ 普及活動の経過 

（１）将来の新潟県農業を担う経営体を育成・確保するため、トップランナーとなる所得１千 

 万円以上(法人経営の場合は売上高１億円以上)を確保する経営体の育成(育成数１００)を 

 目指し、スーパー経営体農業者等育成普及指導事業に取り組んだ。 

（２）スーパー経営体農業者等育成普及指導事業は、「企画・販売力強化による所得向上」を 

 大きなテーマとしており、指導にあたっては、新潟県担い手育成支援協議会が設置した新 

 潟県農業担い手サポートセンター（以下サポートセンター）の経営改善アドバイザー（以 

 下アドバイザー）と連携して実施した。（アドバイザーとは、サポートセンターが委嘱し 

 た外部専門家のこと） 

   ア アドバイザーとの連携指導状況 

      連携指導回数は、３年間で延べ１，２４５回(H22 は 2 月末まで)で、「企画・販売力」 

  に関する指導が全体の概ね８割となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

    【役割分担のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業担い手ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ 
  経営改善ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 
  専門技術指導担当 

指導対象 
販路拡大、商品開発等に関するアドバイス 

技術指導 

経営指導 等 

【専門技術指導担当の役割】 
・経営改善ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰと普及指導員をｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ 

連
携 

農業普及指導センター 連携 市 町 村 協 議

会 地域農家、JA

との連携支援 
【普及指導員の役割】 
・経営改善アドバイザーと指導対象をコーディネート 
・商品開発に伴う栽培、加工技術指導 
・新規投資等に対する指導、助言(機械導入、資金繰り等) 

【経営改善ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰの役割】 
・消費者ニーズを基にした具体的提案、指導 
・販路の開拓、紹介 



    イ スーパー経営体育成への段階(ｽﾃｯﾌﾟ)的指導                                     

        農業普及指導センターは、対象の取組状況により段階的に指導を実施した。         

            

                                                                          

          

                                                                    

                                                          

                                                                        

                                                                          

          

                                                                          

          

                                                               

                     

                                                                                    

 

   ウ 主な指導方法 

   ア）集合研修（農業普及指導センター主催）での指導                               

      ①経営上の問題点・課題、今後の発展方向をより明確化させる②販売力強化への取 

    り組みの必要性やその手法等について知識を深める等を目的に実施した。            

      イ）個別現地指導                                                               

        個別課題の解決を図るため、現地に出向き継続した指導を実施した。              

     ウ）商談会での実践指導                                                         

        販売での実践力を身につけてもらうため、各種商談会への出展に際し、価格設定や 

    仕様書、ＰＯＰの作成などを支援した。 

      

     

 

 

 

 

 

 

       種  類 時期(年．月)        主催者  出展数    

    

   

    

   

    

    

 

県産農産物展示会 

アグリフードEXPO2008 

食品産業ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ支援商談会 

新潟ｱｸﾞﾘﾋﾞｼﾞﾈｽ交流商談会 

県産農産物展示会 

アグリフードEXPO2009 

県産農産物展示会 

  H20. 3 

 H20. 8 

  H20.10 

  H20.11 

  H21. 2 

 H21. 8 

  H22. 3 

新潟県農業担い手ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ 

農林漁業金融公庫 

NICO 

県食品･流通課 

新潟県農業担い手ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ

日本政策金融公庫 

新潟県農業担い手ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ 

  ３５ 

   ７ 

   ４ 

  ２２ 

  ３５  

 １５  

  ３１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

【段階】 【内 容】 【指導内容】 

 部門別経営分析による課題把握  STEP１ 経営分析指導 

 経営改善 

 STEP２  生産コスト低減、収量向上、 
 規模拡大・複合化等の経営改善 

経営技術指導 

 販路拡大戦略(何をどこに売りた
いのか)を明確化 

 STEP３ 戦略検討指導 

経
営
改
善
ア
ド
バ
イ
ザ 

ー
と
の
連
携
を
強
化 

 売る商品の確立、条件整備 
(商品開発、デザイン、HP 開設等） 

 STEP４ 商品開発､ﾃﾞｻﾞｲﾝ､ﾊﾟｯｹｰｼ 
HP 開設等指導 

 商談・商談会への参加  STEP５ 商談及び販売方法指導 

 STEP６  商談成立、更なる販路拡大 更なる販路拡大等指導 

スーパー経営体 



２ 普及活動の具体的成果                                                            

（１）目標に対する達成状況                                                          

  ア 所得、売上が増加                                                            

   重点及びセミ重点対象の所得(個人)及び売上高(法人)は、Ｈ１９より増加した。   

  

 

 

 

 

     所得(千円)  

 

 

 

 

    売上高(千円)    

   

   

   

 

Ｈ１９ 

Ｈ２０ 

Ｈ２１ 

  ６，５８５ 

   ８，３８４ 

    ７，５４９ 

Ｈ１９ 

Ｈ２０ 

Ｈ２１ 

 ５０，０９１ 

 ５６，９４０ 

  ５６，４６６ 

増加額(H21-H19)       ９６４ 増加額(H21-H19)     ６，３７５ 

  イ スーパー経営体育成数                                                        

    Ｈ２１のスーパー経営体数はＨ１９より、４０増加し、７９経営体となった。  

    【スーパー経営体数】                                              

  重点及びセミ重点指導対象人  一般指導対象   合 計              

             

 

 

Ｈ１９ 

Ｈ２０ 

Ｈ２１ 

    １９ 

      ３２ 

      ３０ 

    ２０ 

     ４５ 

     ４９ 

   ３９ 

    ７７ 

    ７９ 

                 

（２）商品開発や販路開拓の取組実績（H22.2 月末現在）                                

  区 分 延べ経営体数 延べ商品数 延べ販売先数      備 考 

商談成立    ８４   １０９    １２２  

商品開発及び改善 

 

    ４７ 

 

    ５９ 

 

     － 

 

ﾊﾟｯｹｰｼﾞ、PRﾊﾟﾝﾌなど販促ア

イテム作成含む 

    ※新潟県農業担い手サポートセンターとりまとめより                                      

                                                                

   【事例１～販路開拓～】   Ａ市Ａ法人                                               

    ＜指導経過＞   地元住民をターゲットとした販路開拓で売上高アップ                 

    

    

    

    

  

 

指導内容及び経過 

・当初から、地元住民をターゲットとして新規顧客を確保する方向で、経営改善ア  

ドバイザーと連携した指導を継続的に実施した。 

・特に、１年目は地元住民を対象とした販路開拓手法を、２年目は顧客管理手法を中 

心とした指導を重点的に実施した。 

    ＜成果＞                                                                        

        ○地元住民を中心とした新規顧客が確保され、売上高が向上した。                 

          ・Ｈ２１売上高：１４０％（H19 対比） 

          ・新規顧客数 ：地域住民 ３４件（Ｈ２０）、５件（Ｈ２１） 

                    首都圏１カ所（Ｈ２１）                           

        ・直売率が向上：Ｈ１９：３２％、Ｈ２０：４４％、Ｈ２１：６５％ 

        ○構成員の生産管理向上への意識が高まってきている。 



   【事例２～商品開発・販路開拓～】   Ｂ市Ｂ氏                                       

     ＜指導経過＞   首都圏での販路開拓と新たな商品づくりで所得アップ！               

   

   

   

   

 

指導内容及び経過 

・首都圏で開催される商談会（アグリフードＥＸＰＯ等）への出展を契機とした販路 

開拓手法を指導した。出展後は、自ら首都圏での営業活動を開始している。 

・販路拡大に伴う新商品の開発について指導した。 

    ＜成果＞                                                                       

○首都圏での新たな販路開拓により所得向上 

・Ｈ２１所得 ：１９８％（H19 対比） 

・新規販路数   ：３カ所                     

・商品開発    ：ギフト用商品として新商品を発売（パッケージ作成など）    

○商談会出展を契機に、自ら営業活動を積極的に行っている。 

※消費者との交流活動に意欲を燃やしている。 

                                                                                    

（３）対象の意識及び行動の変化                                                      

  ア 今後農業経営を発展させていく上で、販売力を強化すること（特に、販売先＝ターゲ 

   ットを明確にした農産物の生産、商品作りが重要）が必要不可欠なものであることが理 

   解され、「自ら作った商品を販売する」ことへの意識が高まった。                   

    イ 商談会への参加をきっかけに、首都圏へ営業活動を開始した経営体もみられ、販売へ 

    の意識が高まった。    

 
【農業者の声】～Ｃ市Ｃ氏～ 

 

  

 商談会当日は、他のブースに負けないくらい声を出し、多くのバイヤーの方から貴重な

ご意見をいただくとともに、名刺交換もさせていただきました。また、味噌については、

一 様に「おいしい」と言っていただき自信を持つことができました。 

 商品を売ることの大変さ、おもしろさを体感することができ、大変刺激になりました。 

                                                                                    

３ 今後の課題                                                                      

（１）経営体が自ら行う営業活動の定着化と他経営体への取組拡大                        

（２）継続的な販売力強化指導体制の確立                                              

（３）他経営体への成果波及による地域全体の底上げ 

 

 

 

 

  （農業普及センター資料より引用） 


